施設整備内容（概要）調査票
１  施 設 整 備 概 要
	設 置 主 体
	（既存法人の場合）（法人名）○○法人　○○○○（ 代表者：理事長　○○　○○ ）
（法人設立を伴う場合）○○○○設立準備委員会　（ 代表就任予定者：○○　○○）

	施 設 種 別
（整備後）
	
	施 設 名
	

	建設予定地
	所在地（登記上）：　　　　　　　　　　　（用地面積　　　　　㎡）

	整備区分

（該当に○)
	①創設 
②増築  
③改築　ａ）耐震化
ｂ)津波対策としての高台移転
ｃ)地すべり防止危険か所等危険区域に所在する施設の移転
ｄ）その他　

④大規模修繕等
⑤老朽民間社会福祉施設整備

	津波避難対策緊急事業計画による集団移転促進事業との関係

（該当に○)※１
	・ない

・ある

（具体的内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	定       員
	（例）生活介護　（現行）　　　　　名　　　（整備後）　　　　　名
　　　　　　　　（現行）　　　　　名　　　（整備後）　　　　　名
合計　　　　　　（現行）　　　　　名　　　（整備後）　　　　　名

	構 造 規 模
	　　　　　　　　　造　　　　　　　　階建　　　　　　　棟
延床面積（登記上）　　　　　　　㎡　（うち、今回の工事対象面積　　　　　　　㎡）

	既存施設に係る整備の場合
	建設年度※２
	
	経過年数
	

	関係する既存施設の補助の状況等　※３
	資料「今回の整備に関係する既存施設に係る補助の状況」及び「財産処分や定員変更に関する同意等　確認書」のとおり

　（上記資料に記載し、添付してください。）

	併設及び合築
施設の状況
	（施設種別）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（所有状況、補助金等の所管部局等） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（協議状況）　既設　　・　協議中

（協議施設との設置形態）　合築　・　併設（別棟）

	介護用リフト等の整備　※4
（該当に○)　 
	（天井走行型介護用リフトの設置）　　　有　　　・　　　無

（特殊浴槽の整備）　　　　　　　　　　有　　　・　　　無


　※１　南海トラフ地震特別措置法第12条第４項に基づくもの

※２　昭和56年12月以前に建設された建物の場合、耐震診断の結果を必ず添付してください。昭和57年以後に竣工した建物でも、耐震上、問題ないことを確認しておくことが望ましいところです。
※３　創設等の場合であっても既存施設の移転・取壊し等や定員変更、既存施設への抵当権設定等を伴う場合は、提出が必要です
※４　リフト通知により、一部の種別の施設が、当該通知の条件等を満たした介護用リフト等の整備を行う場合、加算が適用されます。
２  施設建設の必要性・緊急性、国・県との施策との整合性
　（１）施設建設の必要性・緊急性
　　　共通別紙３（及びニーズ調査様式等添付）のとおり（左記資料に記載し、添付してください。）
　（２）国・県との施策との整合性


　【記載する観点の例】
　　　＜必要性・緊急性＞

　　　・具体的なニーズ調査に基づく継続的・安定的な利用見込みがあるか。
　　　・障害福祉圏域や市町村におけるサービスの需要見込みに鑑み、必要な整備か。
　　　・県内の圏域又は市町村域を超えた施設等整備の意義等はあるか。
　　　・医療的ケア等、特別な支援を実施する計画があるか。
　　　・耐震診断の結果に鑑み、必要な整備か。
　　　・老朽度調査の結果に鑑み、必要な整備か。
　　　・建築後の経過年数に鑑み、必要な整備か。
　　　・その他、災害対策として、必要な整備か（津波避難対策、地すべり防止危険か所からの移転　等）。
 ・地域移行のための具体的な計画（定員縮減計画）があるか。
・法令の改正等による緊急対応が必要な整備か。
＜その他　国・県の施策との整合性＞
 ・重度障害児者に対応する短期入所が併設されているか。
・重度障害児に対応するための児童発達支援センター等の地域支援機能の強化等が図られているか。
・被虐待児者、加齢児の受入計画があるか。
・障害福祉計画における地域生活支援拠点としての位置づけがあるか。
・障害児入所施設の小規模グループによる療育の実施計画があるか。
・高齢化や重度化等に対応するための生活環境の改善等が図られているか。
・長期入院精神障害者の受入計画があるか。
・強度行動障害者の受入計画があるか。
・重度障害者等（重度障害者・長期入院精神障害者・強度行動障害者）に対応するための人員確保及び配
置計画並びに設計上の配慮がなされているか。
・地域との交流、連携が促進される事業計画となっているか。
　※上記の【記載する観点の例】を参考に、記載してください。
３　市町村、周辺住民等への説明等の状況

資料「共通別紙３　別添（１）」のとおり（左記資料に記載し、添付してください。）
４  用地等の状況
 （１）整備予定地としての適性及び建築・土地利用規制関係
　　資料「市町村意見書」（②本文のみ）のとおり

　（初回の事前相談時に「市町村の意見書」（②本文のみ）が入手できていない場合、同様式のうち、「９　整備地としての適性」～「13　関係法令の適合等」までのﾍﾟｰｼﾞを利用し、整備予定地の市町村に十分確認の上、必要事項を記載したものを添付してください。）
（２）土地・建物等権利関係

　資料「共通別紙１　別添(１)、別添(２)」のとおり　（左記資料に記載し、添付してください。）
５　施設の基準
　　資料「共通別紙１　別添（３）」のとおり（左記資料に記載し、添付してください。）
６　資金計画
資料「参考様式４　別添（１）」のとおり
（上記資料に記載し、添付してください。）
７　スケジュール
       入札　令和　　年　　月　　日

       着工　令和　　年　　月　　日

       竣工　令和　　年　　月　　日

       開所　令和　　年　　月　　日

８　運営状況

資料「共通別紙４」のとおり（左記資料に記載し、添付してください。）
９　過去の補助実績（法人単位）
今回の整備の既存施設に限らず、法人全体として、整備（工事）予定前年度から過去５年間に、県から受けた(又は受ける予定の)以下の補助金について、すべて記載してください。
（令和３年度整備（工事）予定の場合、令和２年度（予定を含む）～令和28年度の５年間）
　・「障害福祉施設等施設整備費補助金」

　・「社会福祉施設等耐震化等臨時特例交付金事業」

□　該当なし

□　該当あり　⇒　資料「過去５年間の県からの補助実績」　のとおり
　（左記資料に記載し、添付してください。）
10　連続した年度や同一年度内の他の整備計画の有無（他の自治体における整備や、母体を同一とする別事業者による整備を含む）

□　無
□　有　⇒　他の整備計画の概要が分かる資料等を添付してください。
　　　　　　（開設施設の稼働状況が分かる資料、他の整備計画の整備年度や整備翌年度（施設運営開始年度）等の予算書を含む）
11　その他の添付資料

　資料「協議書類一覧・チェック表」の「事前相談」欄に〇印等のある書類のとおり
（上記資料の該当欄を参照し、必要書類を添付してください。）
